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(57)【要約】
【課題】出力の周波数依存性が小さい振動センサを提供することを課題とする。
【解決手段】本発明は、
　支持体２と、
　支持体２に変形可能に設けられた有機圧電体３と、
　有機圧電体３上に形成され、有機圧電体３が変形により発生した電気信号を取り出すた
めの電極４と、を備え、
　有機圧電体３は、フッ化ビニリデンと、これと共重合可能な１種以上のモノマーと、の
共重合体から構成される、振動センサ１を提供する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体と、
　前記支持体に変形可能に設けられた有機圧電体と、
　前記有機圧電体上に形成され、前記有機圧電体が変形により発生した電気信号を取り出
すための電極と、を備え、
　前記有機圧電体は、フッ化ビニリデンと、これと共重合可能な１種以上のモノマーと、
の共重合体から構成される、振動センサ。
【請求項２】
　前記有機圧電体が、フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体圧電体であ
る、請求項１に記載の振動センサ。
【請求項３】
　前記フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体圧電体における（フッ化ビ
ニリデンに由来する繰り返し単位）／（テトラフルオロエチレンに由来する繰り返し単位
）のモル比が３０／７０～９５／５の範囲内である、請求項２に記載の振動センサ。
【請求項４】
　振動センサ用である圧電素子であって、
　フッ化ビニリデンと、これと共重合可能な１種以上のモノマーと、の共重合体から構成
される圧電体を含有する圧電素子。
【請求項５】
　前記圧電体が、フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体圧電体である、
請求項４に記載の圧電素子。
【請求項６】
　前記フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体圧電体における（フッ化ビ
ニリデンに由来する繰り返し単位）／（テトラフルオロエチレンに由来する繰り返し単位
）のモル比が３０／７０～９５／５の範囲内である、請求項５に記載の圧電素子。
【請求項７】
　測定周波数レンジが１Ｈｚ～１ＭＨｚである振動センサ用である、請求項４～６のいず
れか一項に記載の圧電素子。
【請求項８】
　前記周波数レンジが１Ｈｚ～１０ｋＨｚである、請求項７に記載の圧電素子。
【請求項９】
　前記周波数レンジが１０Ｈｚ～２ｋＨｚである、請求項８に記載の圧電素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧電体を用いた振動センサ、および振動センサ用の圧電素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　固体構造物などの測定対象物を評価する方法として、測定対象物に振動センサを固定し
、振動センサが検知した振動の周波数および加速度に基づいて、測定対象物を評価する方
法がある。振動の周波数および加速度を検知可能な振動センサとして、圧電体を用いた振
動センサがある（例えば、特許文献１）。そのような振動センサは、圧電型振動センサと
呼ばれ、圧電体が変形することにより発生した電気信号に基づいて、振動を検知すること
ができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】実開昭５２－１４０３７４号公報
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　測定対象物は様々な周波数の振動を発する。よって、振動センサを用いて測定対象物を
正確に評価するためには、振動センサの出力の周波数依存性が小さいこと、すなわち、振
動の加速度が一定である場合、周波数が変化しても振動センサが発生する電気信号の出力
の変化が小さいことが求められる。
【０００５】
　本発明は、出力の周波数依存性が小さい振動センサを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、鋭意検討の結果、振動センサ用の圧電体として有機圧電体を用いること
により、前記課題が解決できることを見出し、本発明を完成するに至った。
【０００７】
　本発明は、次の態様を含む。
項１．
　支持体と、
　前記支持体に変形可能に設けられた有機圧電体と、
　前記有機圧電体上に形成され、前記有機圧電体が変形により発生した電気信号を取り出
すための電極と、を備え、
　前記有機圧電体は、フッ化ビニリデンと、これと共重合可能な１種以上のモノマーと、
の共重合体から構成される、振動センサ。
項２．
　前記有機圧電体が、フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体圧電体であ
る、項１に記載の振動センサ。
項３．
　前記フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体圧電体における（フッ化ビ
ニリデンに由来する繰り返し単位）／（テトラフルオロエチレンに由来する繰り返し単位
）
のモル比が３０／７０～９５／５の範囲内である、項２に記載の振動センサ。
項４．
　振動センサ用である圧電素子であって、
　フッ化ビニリデンと、これと共重合可能な１種以上のモノマーと、の共重合体から構成
される圧電体を含有する圧電素子。
項５．
　前記圧電体が、フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体圧電体である、
項４に記載の圧電素子。
項６．
　前記フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体圧電体における（フッ化ビ
ニリデンに由来する繰り返し単位）／（テトラフルオロエチレンに由来する繰り返し単位
）のモル比が３０／７０～９５／５の範囲内である、項５に記載の圧電素子。
項７．
　測定周波数レンジが１Ｈｚ～１ＭＨｚである振動センサ用である、項４～６のいずれか
一項に記載の圧電素子。
項８．
　前記周波数レンジが１Ｈｚ～１０ｋＨｚである、項７に記載の圧電素子。
項９．
　前記周波数レンジが１０Ｈｚ～２ｋＨｚである、項８に記載の圧電素子。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、出力の周波数依存性が小さい振動センサを提供することができる。
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【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】（ａ）～（ｃ）はそれぞれ、本発明の一実施形態に係る振動センサの平面図、Ａ
－Ａ断面図およびＢ－Ｂ断面図である。
【図２】本発明の実施例において用いた各圧電体の、測定電圧の周波数依存性を示すグラ
フである。
【図３】本発明の実施例における周波数応答試験の測定結果１を示すグラフである。
【図４】本発明の実施例における周波数応答試験の測定結果１を示すグラフである。
【図５】本発明の実施例における周波数応答試験の測定結果２を示すグラフである。
【図６】本発明の実施例における周波数応答試験の測定結果２を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　用語
　本明細書中の記号及び略号は、特に限定のない限り、本明細書の文脈に沿い、本発明が
属する技術分野において通常用いられる意味に解される。
【００１１】
　本明細書中、語句「含有する」は、語句「から本質的になる」、および語句「からなる
」を包含することを意図して用いられる。
【００１２】
　振動センサ
　本発明の振動センサは、
　支持体と、
　前記支持体上に変形可能に設けられた有機圧電体と、
　前記圧電体上に形成され、前記有機圧電体が変形により発生した電気信号を取り出すた
めの電極と、
を備え、
　前記有機圧電体は、フッ化ビニリデンと、これと共重合可能な１種以上のモノマーと、
の共重合体から構成される。
　以下、本発明の振動センサの一実施形態について説明する。
【００１３】
　図１（ａ）は、本発明の一実施形態に係る振動センサ１の平面図であり、図１（ｂ）は
、振動センサ１のＡ－Ａ断面図であり、図１（ｃ）は、振動センサ１のＢ－Ｂ断面図であ
る。
【００１４】
　図１に示すように、振動センサ１は、支持体２と、支持体２に変形可能に設けられた有
機圧電体３と、有機圧電体３に形成され、有機圧電体３が変形により発生した電気信号を
取り出すための電極４と、を主に備えている。
【００１５】
　支持体２は、上部材２ａと下部材２ｂとで構成されている。本実施形態では、支持体２
は、部材２ａ、２ｂで構成されているが、下部材２ｂのみで構成されてもよい。支持体２
の材質は、振動により変形しない程度の剛性を有するものであれば特に限定されないが、
下部材２ｂに金属材料を用いて接地される形態となっていてもよい。
【００１６】
　有機圧電体３は、支持体２に設けられている。「支持体２に設けられている」とは、支
持体２に直接接触して、または、支持体２に直接的には非接触で（例：接着剤層を介して
）支持体２に保持されていることを意味することができる。本実施形態では、有機圧電体
３は、膜状に形成されており、上部材２ａと下部材２ｂとの凹部全体を覆うように固定さ
れている。これにより、振動センサ１に振動が加わると、有機圧電体３が変形し、有機圧
電体３が電気信号を発生する。図１（ａ）では、有機圧電体３によって覆われた凹部が破
線で示されている。
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【００１７】
　有機圧電体３の形状は、膜状である必要はなく、振動センサ１に振動が加わることによ
り変形可能な形状であればよい。有機圧電体３を支持体２に取り付ける態様も特に限定さ
れないが、例えば接着剤によって有機圧電体３を支持体２に固定することができる。
【００１８】
　有機圧電体３の厚さは、通常０．５μｍ～２ｍｍの範囲内、好ましくは３μｍ～５００
μｍの範囲内、より好ましくは６μｍ～５０μｍの範囲内、更により好ましくは１０μｍ
～４０μｍの範囲内である。
【００１９】
　有機圧電体３は、単層であってもよく、又は複数の膜状圧電体を積層した積層体であっ
てもよい。この場合、積層体を構成する層の数は特に限定されない。
　この各層を構成する膜状圧電体の組成は、互いに同一であってもよく、又は互いに異な
ってもよい。また、この各層を構成する膜状圧電体の厚さは、互いに等しくてもよく、又
は互いに異なってもよい。
　また、この各層を構成する膜状圧電体の分極方向は互いに同じでもよく、又は互いに異
なってもよい。
　また、積層体はシート状であってもよいし、ロール状であってもよい。
　各層を構成する膜状圧電体同士は、粘着シート、又は接着剤等の接着手段によって接着
してもよいし、熱圧着してもよい。
【００２０】
　有機圧電体３の組成については、後述する。
【００２１】
　電極４は、導電性の金属膜で構成することができる。本実施形態において、電極４は、
有機圧電体３の表面に形成された上部電極４１と、有機圧電体３の裏面に形成された下部
電極４２とを備えている。
【００２２】
　上部電極４１は、有機圧電体３の変形可能部分に形成された円形部と、前記円形部から
外に延びる引出部４１ａとを備えている。図１（ａ）および（ｂ）に示すように、引出部
４１ａは、有機圧電体３の表面上を図中右方向に延びている。引出部４１ａの端部にはリ
ード線Ｒ１の一端が接続されている。
【００２３】
　同様に、下部電極４２は、有機圧電体３の変形可能部分に形成された円形部と、前記円
形部から外に延びる引出部４２ａとを備えている。図１（ａ）および（ｃ）に示すように
、引出部４２ａは、有機圧電体３の裏面と支持体２との間を図中右方向に延びている。引
出部４２ａの端部にはリード線Ｒ２の一端が接続されている。
【００２４】
　リード線Ｒ１の他端およびリード線Ｒ２の他端は、例えば同軸コネクタ等のコネクタを
介して、振動センサ１を外部装置に接続するためのケーブルを接続することができる。
【００２５】
　有機圧電体３が変形して起電力を発生すると、上部電極４１と下部電極４２との間に電
位差が生じる。これにより、引出部４１ａ、４２ａおよびリード線Ｒ１、Ｒ２を介して、
前記電位差に応じた電圧の電気信号を取り出すことができる。
【００２６】
　なお、電極４の構成は、有機圧電体３が発生した電気信号を取り出すことが可能なもの
であれば、特に限定されない。本実施形態では、有機圧電体３の両面に電極４１、４２を
形成しているが、有機圧電体３の片面のみに電極を形成してもよい。例えば、有機圧電体
３の表面のみに電極を形成した場合、有機圧電体３の裏面の電位を固定することが好まし
い。
【００２７】
　また、有機圧電体３には、特許文献１に開示されているような重り（重錘）は形成され
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ていない。
【００２８】
　振動センサ１は、有機圧電体３の変形可能な部分がある程度の張力をもって上部材２ａ
と下部材２ｂとの凹部に取り付けられた両持ち梁型の振動センサであるが、本発明は、片
持ち梁（カンチレバー）型や円環型などのあらゆる構造の振動センサに適用することがで
きる。例えば、特開平０６－０２６８０７号公報や特開平０９－１３３６９１号公報に開
示された片持ち梁型の振動センサにおいて、振動検知する圧電体として本実施形態に係る
有機圧電体３を用いてもよい。
【００２９】
　圧電素子
　前記本発明の振動センサが備える有機圧電体は、圧電素子として機能できる。
【００３０】
　これから理解される通り、本発明は、振動センサ用である圧電素子であって、フッ化ビ
ニリデンと、これと共重合可能な１種以上のモノマーと、の共重合体から構成される圧電
体を含有する圧電素子もまた提供する。
【００３１】
　圧電素子の形態および厚さは、振動センサについての有機圧電体に関する記載から理解
されるものと同じであることができる。
【００３２】
　本明細書中、有機圧電体は、好適に、ポリマーから構成される（又は、ポリマーから本
質的になる）。
　前記有機圧電体は、好適に、樹脂フィルム等であることができる。
【００３３】
　前記有機圧電体は、樹脂フィルムに通常用いられる添加剤を含有してもよい。
【００３４】
　本明細書中、有機圧電体が、あるポリマーから構成されることの意味は、前記有機圧電
体が、前記ポリマーのみによってその固体構造（例：自立フィルムの構造）が維持され得
る量で、前記ポリマーを含有すること、を包含する。
【００３５】
　有機圧電体の好適な例としては、フッ化ビニリデンと、これと共重合可能な１種以上の
モノマーと、の共重合体から構成される有機圧電体が挙げられる。
　本明細書中、有機圧電体は、当業者が理解する通り、圧電処理（例：コロナ処理、延伸
処理）を施されたことによって、圧電性を有していてもよい。
【００３６】
　前記「フッ化ビニリデンと、これと共重合可能な１種以上のモノマーと、の共重合体」
における「これと共重合可能なモノマー」の例としては、
トリフルオロエチレン、テトラフルオロエチレン、ヘキサフルオロプロピレン、クロロト
リフルオロエチレン、及びフッ化ビニル等の含フッ素モノマーが挙げられる。
【００３７】
　前記「これと共重合可能な１種以上のモノマー」又はそのうちの１種は、好ましくはテ
トラフルオロエチレンである。
【００３８】
　前記「フッ化ビニリデンと、これと共重合可能な１種以上のモノマーと、の共重合体か
ら構成される圧電体」の具体例としては、
フッ化ビニリデン／トリフロオロエチレン系共重合体圧電体、及び
フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体圧電体
が挙げられる。
　なかでも、その好ましい例としては、フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共
重合体圧電体が挙げられる。
【００３９】
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　前記「フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体圧電体」は、本発明に関
する性質が著しく損なわれない限りにおいて、フッ化ビニリデン及びテトラフルオロエチ
レン以外のモノマーに由来する繰り返し単位を含有してもよい。
　前記「フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体圧電体」を構成する「フ
ッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体」は、フッ化ビニリデン／テトラフ
ルオロエチレン共重合体を包含する。
【００４０】
　同様に、前記「フッ化ビニリデン／トリフルオロエチレン系共重合体圧電体」は、本発
明に関する性質が著しく損なわれない限りにおいて、フッ化ビニリデン及びトリフルオロ
エチレン以外のモノマーに由来する繰り返し単位を含有してもよい。
　前記「フッ化ビニリデン／トリフルオロエチレン系共重合体圧電体」を構成する「フッ
化ビニリデン／トリフルオロエチレン系共重合体」は、フッ化ビニリデン／トリフルオロ
エチレン共重合体を包含する。
【００４１】
　前記「（１）フッ化ビニリデンと、これと共重合可能な１種以上のモノマーと、の共重
合体」は、フッ化ビニリデンに由来する繰り返し単位を好ましくは３０モル％以上（好ま
しくは６０モル％以上、より好ましくは７０モル％以上）含有する。
【００４２】
　前記「フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体」（及び前記「フッ化ビ
ニリデン／テトラフルオロエチレン共重合体」）における（フッ化ビニリデンに由来する
繰り返し単位）／（テトラフルオロエチレンに由来する繰り返し単位）のモル比は、
本発明に関して、圧電性の高さの点からは、
好ましくは３０／７０～９５／５の範囲内、
より好ましくは４０／６０～９５／５の範囲内、
更に好ましくは５０／５０～９５／５の範囲内、
より更に好ましくは６０／４０～９５／５の範囲内、
特に好ましくは７０／３０～９０／１０の範囲内、及び
より特に好ましくは７０／３０～８５／１５の範囲内である。
【００４３】
　前記「フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体」（及び前記「フッ化ビ
ニリデン／テトラフルオロエチレン共重合体」）における（フッ化ビニリデンに由来する
繰り返し単位）／（テトラフルオロエチレンに由来する繰り返し単位）のモル比は、
本発明に関して、耐熱性の高さの点からは、
好ましくは３０／７０～９５／５の範囲内、
より好ましくは３０／７０～９０／１０の範囲内、
更に好ましくは３０／７０～８５／１５の範囲内、及び
より更に好ましくは４０／６０～７０／３０の範囲内である。
【００４４】
　当該記載範囲に基づき、適宜前記モル比を設定することで、高い圧電性、及び高い耐熱
性を両立させることができる。
【００４５】
　前述の通り、前記「フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン系共重合体」は、本発
明に関する性質が著しく損なわれない限りにおいて、フッ化ビニリデン及びテトラフルオ
ロエチレン以外のモノマーに由来する繰り返し単位を含有してもよい。通常、このような
繰り返し単位の含有率は、１０モル％以下である。このようなモノマーは、フッ化ビニリ
デンモノマー、テトラフルオロエチレンモノマーと共重合可能なものである限り限定され
ないが、その例としては、
（１）フルオロモノマー（例、ビニルフルオリド（ＶＦ）、トリフルオロエチレン（Ｔｒ
ＦＥ）、ヘキサフルオロプロペン（ＨＦＰ）、１－クロロ－１－フルオロ－エチレン（１
，１－ＣＦＥ）、１－クロロ－２－フルオロ－エチレン（１，２－ＣＦＥ）、１－クロロ
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－２，２－ジフルオロエチレン（ＣＤＦＥ）、クロロトリフルオロエチレン（ＣＴＦＥ）
、トリフルオロビニルモノマー、１，１，２－トリフルオロブテン－４－ブロモ－１－ブ
テン、１，１，２－トリフルオロブテン－４－シラン－１－ブテン、ペルフルオロアルキ
ルビニルエーテル、ペルフルオロメチルビニルエーテル（ＰＭＶＥ）、ペルフルオロプロ
ピルビニルエーテル（ＰＰＶＥ）、ペルフルオロアクリラート、２，２，２－トリフルオ
ロエチルアクリラート、２－（ペルフルオロヘキシル）エチルアクリラート）、３，３，
４，４，５，５，６，６，７，７，８，８，８－トリデカフルオロオクタ－１－エン（Ｃ
６オレフィン）；並びに
（２）炭化水素系モノマー（例、エチレン、プロピレン、無水マレイン酸、ビニルエーテ
ル、ビニルエステル、アリルグリシジルエーテル、アクリル酸系モノマー、メタクリル酸
系モノマー、酢酸ビニルが挙げられる。
【００４６】
　本発明に関しては、出力の大きさの点で、前記フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチ
レン系共重合体有機圧電体の以下の方法で測定した内部ヘイズ値（inner haze）は、０．
５％以上、好ましくは３％以上、より好ましくは１５％以上、更に好ましくは４０％以上
、更により好ましくは５０％以上である。
【００４７】
　全ヘイズ値は、ＡＳＴＭ　Ｄ１００３に準拠し、ヘイズメーターＮＤＨ７０００ＳＰ（
製品名）（日本電色工業株式会社製）又はその同等品を使用したヘイズ（ＨＡＺＥ、濁度
）試験によって得られる。内部ヘイズ値（inner haze）は、ヘイズメーターＮＤＨ７００
０ＳＰ（製品名）（日本電色工業株式会社製）を用いて測定する。具体的には、まずガラ
ス製セルの中に水を入れてリファレンスを測定した後、その水の中に有機圧電体を入れて
ヘイズ値を測定し、リファレンスと差し引くことにより得られる。後述の実施例において
も同様である。
【００４８】
　本発明に関しては、出力の大きさの点で、前記フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチ
レン系共重合体有機圧電体の圧電定数ｄ３３は、－１～－４０ｐＣ／Ｎの範囲内、好まし
くは－３～－４０ｐＣ／Ｎの範囲内、より好ましくは－１０～－４０ｐＣ／Ｎの範囲内、
更により好ましくは－１５～－４０ｐＣ／Ｎの範囲内である。
【００４９】
　前記有機圧電体は、所望により、本発明の効果を著しく阻害しない限りおいて、前記重
合体以外に、添加物を含有してもよい。
【００５０】
　前記添加物の例は、チタン酸バリウム（ＢａＴｉＯ３）、チタン酸鉛（ＰｂＴｉＯ３）
、チタン酸ジルコン酸鉛（Ｐｂ（Ｚｒ，Ｔｉ）Ｏ３）、さらにＰｂ（Ｚｒ，Ｔｉ）Ｏ３に
少量のＬａを添加して得られるチタン酸ジルコン酸ランタン鉛（（Ｐｂ，Ｌａ）（Ｚｒ，
Ｔｉ）Ｏ３）などの無機セラミック圧電体を包含する。
【００５１】
　前記有機圧電体は、商業的に入手可能であるか、又は公知の製造方法によって製造でき
る。
【００５２】
　振動センサが発生する電気信号は、１Ｈｚ～１ＭＨｚであることが好ましく、１Ｈｚ～
１０ｋＨｚであることがより好ましく、１Ｈｚ～５ｋＨｚであることが更に好ましく、１
０Ｈｚ～２ｋＨｚであることが更により好ましい。
【００５３】
　後述の実施例に示されるように、有機圧電体３としてフッ化ビニリデン／テトラフルオ
ロエチレン共重合体を用いた振動センサ１（後記実施例の振動センサＣ～Ｆ）は、１０Ｈ
ｚ～２ｋＨｚの周波数領域において、出力の周波数依存性が小さい。また、有機圧電体３
としてポリフッ化ビニリデン圧電体を用いた振動センサ１（後記実施例の振動センサＡ）
は、１０Ｈｚ～２ｋＨｚの周波数領域において、加振レベルの変化に対する出力直線性が
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良好である。そのため、特に１０Ｈｚ～２ｋＨｚの周波数を発する評価対象物を正確に評
価することができる。
【００５４】
　また、フッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレン共重合体は、ポリフッ化ビニリデン
に比べ、
・圧電体の出力の周波数依存性が小さい
・溶媒にとけやすく塗布しやすい
・圧電体の膜厚を制御しやすい
・面内圧電性に異方性が無い
・塗工時の条件で結晶化度や膜厚をコントロールできるため、圧電性を制御しやすい
・延伸しなくても圧電性を有する
・耐熱性が良好である
・耐腐食性が良好である
・耐環境性が良好なため圧電性の経時変化が少ない
といった利点を有する。
【００５５】
　また、後述の実施例に示されるように、内部ヘイズ値の大きい有機圧電体を用いた振動
センサは、内部ヘイズ値の小さい有機圧電体を用いた振動センサよりも、出力が大きくな
る。そのため、有機圧電体３の内部ヘイズ値は大きいことが好ましい。
【００５６】
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明は上記実施形態に限定されるもの
ではなく、その趣旨を逸脱しない限りにおいて、種々の変更が可能である。
【実施例】
【００５７】
　以下、実施例によって本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれに限定されるもの
ではない。
【００５８】
　振動センサの作製
　本実施例では、図１に示す振動センサと略同様の構成の振動センサを用いた。振動セン
サは、以下の手順で作製した。
１．両面に保護フィルムが貼付された膜状の有機圧電体３を用意し、所定の大きさに切り
出した。具体的には、有機圧電体３として、表１に示すサンプルＡ～Ｆを用意した。
【表１】

なお、サンプルＣ～Ｆにおける（フッ化ビニリデンに由来する繰り返し単位）／（テトラ
フルオロエチレンに由来する繰り返し単位）のモル比は、いずれも８０／２０であった。
２．有機圧電体３から保護フィルムを剥がし、電極４１および下部電極４２として、一辺
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の両面に蒸着した。
３．アクリル板で形成した厚さ３ｍｍの支持体２（上部材２ａと下部材２ｂ）を用意した
。有機圧電体３によって覆われる上部材２ａと下部材２ｂとの凹部のサイズおよび形状は
、直径が３０ｍｍの円形であった。
４．同軸コネクタを用意し、コネクタに２本のリード線Ｒ１、Ｒ２をはんだ付けした。
【００５９】
　以上の手順により、有機圧電体３としてサンプルＡ～Ｆをそれぞれ備えた６個の振動セ
ンサ（以下、振動センサＡ～Ｆと称することもある）を作製した。
【００６０】
　振動センサへの振動付与
　上記の要領で作製した振動センサ１の周波数依存性および出力直線性を確認するため、
加振機（ＩＭＶ社製　型式：ｉ２４０）を用いて振動センサ１に振動を付与した。具体的
には、振動センサ１を一辺１４０ｍｍの正方形状のアルミニウム板にエポキシ系接着剤で
固定し、アルミニウム板をボルトで加振機に固定した。さらに、同軸ケーブルを用いて振
動センサをオシロスコープに接続した。
【００６１】
　周波数応答試験
　出力の周波数依存性を確認するための周波数応答試験では、振動の加速度（加振レベル
）を１．０ｍ／ｓ２に設定し、周波数を１０Ｈｚ、５０Ｈｚ、１００Ｈｚ、５００Ｈｚ、
１０００Ｈｚおよび２０００Ｈｚの６段階で切り替えながら加振機を駆動し、振動センサ
１の出力（μＶ）を測定した。この測定を、上記の６個の振動センサＡ～Ｆのそれぞれに
ついて実施した。
【００６２】
　なお、実際に測定される電気信号の電圧は、カットオフの影響による周波数依存性があ
る。具体的には、周波数が小さいほど測定電圧が低くなり、周波数が大きいほど測定電圧
が高くなる傾向がある。この傾向は、電極やケーブルの抵抗、オシロスコープの抵抗およ
びオシロスコープが内蔵するアンプの特性によって変化するため、あらかじめ振動センサ
Ａ～Ｆの周波数依存性を測定した。有機圧電体から発生する電圧が１Ｖと仮定したときの
、振動センサＡ～Ｆの測定電圧の周波数依存性の測定結果を図２および表２に示す。
【表２】

【００６３】
　周波数応答試験では、振動センサＡ～Ｆが発生する電気信号の測定値を、図２に示す周
波数依存性に基づいて補正した。なお、本実施例では、電気信号の実際の測定値を「測定
結果１」とし、測定結果１を周波数依存性に基づいて補正した値を「測定結果２」とした
。
【００６４】
　結果
　周波数応答試験における測定結果１を、表３、並びに図３（ａ）～（ｃ）および図４（
ａ）～（ｃ）のグラフに示す。
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【表３】

　周波数応答試験における測定結果２を、表４、並びに図５（ａ）～（ｃ）および図６（
ａ）～（ｃ）のグラフに示す。
【表４】

　また、測定結果２の平均出力（μＶ）および出力幅（最大出力と最小出力との差）を表
５に示す。
【表５】

【００６５】
　測定結果２から、振動センサＡ～Ｆはいずれも、１００～２０００Ｈｚの周波数領域に
おいて出力の変化が少なく、周波数依存性が小さい。これにより、有機圧電体としてポリ
フッ化ビニリデン、フッ化ビニリデン／トリフルオロエチレン共重合体またはフッ化ビニ
リデン／テトラフルオロエチレン共重合体を用いることにより、低周波～高周波数領域に
おいて、良好な周波数依存性を得られることが確認された。
【００６６】
　さらに、振動センサＣ～Ｆは、１０Ｈｚの超低周波における出力が、５０～２０００Ｈ
ｚの周波数領域における出力とほぼ同一である。よって、フッ化ビニリデン／テトラフル
オロエチレン共重合体を用いることにより、超低周波～高周波数領域において、良好な周
波数依存性を得られることが確認された。
【００６７】
　また、振動センサＢ～ＤおよびＦは、１００～２０００Ｈｚにおける出力が振動センサ
Ａよりも大きい。すなわち、有機圧電体としてフッ化ビニリデン／テトラフルオロエチレ
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周波数領域において大きい出力を得ることができることが確認された。
【００６８】
　また、振動センサＤの出力は、全ての周波数において振動センサＣよりも大きい。これ
は、有機圧電体の内部ヘイズ値が大きいほど、圧電定数ｄ３３の絶対値が大きくなるため
である。
【符号の説明】
【００６９】
１　　　振動センサ
２　　　支持体
２ａ　　上部材
２ｂ　　下部材
３　　　有機圧電体
４　　　電極
４１　　上部電極
４１ａ　引出部
４２　　下部電極
４２ａ　引出部

【図１】

【図２】

【図３】
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